
社会、文化等に関する一般社会的事実を掲載する新聞で定期購読契

約に基づいて配達されるものです。スポーツ新聞、業界紙、外国語

の新聞等であっても、通常の発行予定が週2回以上であれば、休日や

休刊日の都合で週1回以上の発行となる週があっても含まれます（消

法平28法15改正附則34①二）。

２ 区分記載請求書等保存方式から適格請求書等保存方式へ

チェックポイント

帳簿と請求書、領収書、納品書等に、法定事項が正しく記載されて

いることを確認しましたか。

税込金額の合計を記載するこれまでの請求書は、2019年10月1

日から10％と8％の税率ごとに区分して合計した税込金額を記載

する区分記載請求書に変更されましたが、2023年10月1日からは

税率ごとに区分した合計の消費税額を記載する適格請求書に大き

く変わります。

(1) 消費税の請求書等と帳簿の保存

消費税は、帳簿と請求書等の保存を、計算の重要な基礎として求め

ています。

仕入税額控除を受けるための要件として、課税仕入れを行う事業者

に法定事項を記載した帳簿及び請求書等の保存が義務付けられてきま

した。当初の消費税率3％の間は、「帳簿又は請求書等の保存」でした

が、5％になってからは、「帳簿及び請求書等の保存」に変わりました。

この基本的な仕組みに変更はありませんが、2019年10月1日からは、

消費税率が8％から10％に引き上げられるのに合わせて軽減税率8％の
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複数税率制度に変わりましたので、請求書には「軽減税率対象資産で

ある旨」や「税率ごとに区分して合計した税込金額」を記載する区分

記載請求書等保存方式になりました（消法平28法15改正附則34②）。

この方式は、2023年10月1日からはインボイス制度の導入に合わせ

て、「適格請求書等保存方式」に変わります。これは税務署に登録をし

た事業者だけが発行できる登録番号の付いた「適格請求書等」と帳簿

の保存がなければ、仕入税額控除が受けられなくなる制度です（新消法

30①⑦・57の4①）。

保存すべき請求書等の内容が、区分記載請求書等から適格請求書等

へ変わっていくのに合わせて、法律で定められた必要な記載事項（「法

定事項」といいます。）は、次のように変わります（消法平28法15改正附

則34②、新消法57の4①）。

【区分記載請求書等、適格請求書等の法定事項】

区分記載請求書等

(2019年10月1日〜2023年9月30日)

適格請求書等

(2023年10月1日から)

① 書類の作成者の氏名又は名称 適格請求書発行事業者の氏名又

は名称及び登録番号

② 課税資産の譲渡等を行った年月日 課税資産の譲渡等を行った年月

日

③ 課税資産の譲渡等に係る資産又は

役務の内容

（課税資産の譲渡等が軽減対象資

産の譲渡等である場合には、資産

の内容及び軽減対象資産の譲渡等

である旨）

課税資産の譲渡等に係る資産又

は役務の内容

（課税資産の譲渡等が軽減対象

資産の譲渡等である場合には、

資産の内容及び軽減対象資産の

譲渡等である旨）

④ 税率ごとに区分して合計した課税

資産の譲渡等の対価の額

課税資産の譲渡等の税抜価額又

は税込価額を税率ごとに区分し
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て合計した金額及び適用税率

⑤ ― 税率ごとに区分して合計した消

費税額等

⑥ 書類の交付を受ける事業者の氏名

又は名称

書類の交付を受ける事業者の氏

名又は名称

2019年10月1日からの区分記載請求書等では、請求書等に「軽減税率

対象資産である旨」と「税率ごとに区分して合計した税込金額」を記

載することが追加されました。2023年10月1日からの適格請求書等で

は、それに加えて、「登録制による登録番号」や「税率ごとに区分した

消費税額等」を追加して記載することが必要になります。

具体的に、区分記載請求書等、適格請求書等のそれぞれの記載例を

示すと、次のとおりです。

【2019年10月1日から求められている区分記載請求書等の記載例】

××年10月31日

請求書

株式会社〇〇屋 御中

××年10月分

日 付 品 名 金 額

10月1日 精肉※ 54,000円

10月2日 野菜※ 43,200円

10月5日 小麦粉※ 21,600円

10月6日 食用油※ 10,800円

10月8日 ゴミ袋 1,100円

……

第１章 全業種共通 11



合 計 344,400円

10％対象 52,800円

8％対象 291,600円

※印は軽減税率対象商品

株式会社〇〇商店

【2023年10月1日からの適格請求書等の記載例】

××年10月31日

請求書

株式会社〇〇屋 御中

××年10月分

日 付 品 名 金 額

10月1日 精肉※ 54,000円

10月2日 野菜※ 43,200円

10月5日 小麦粉※ 21,600円

10月6日 食用油※ 10,800円

10月8日 ゴミ袋 1,100円

……

合 計 344,400円（消費税26,400円)
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10％対象 52,800円（消費税 4,800円)

8％対象 291,600円（消費税21,600円)

※印は軽減税率対象商品

株式会社〇〇商店

登録番号Ｔ1234567890123

(2) インボイス制度を先取りしたシステム改修

チェックポイント

インボイス制度は、前倒しで実行可能なことを認識していますか。

レジシステムなどを改修する場合、インボイス制度に合わせれ

ば、現行の区分記載請求書等保存方式の記載事項も満たします。

2019年10月1日から2023年9月30日までの区分記載請求書等の記載事

項のうち、「税率ごとに区分して合計した課税資産の譲渡等の対価の

額（税込み）」については、2023年10月1日からのインボイス（適格請

求書）の記載事項である「税率ごとに区分した税抜価額の合計額及び

税率ごとに区分した消費税額等」を記載することとして差し支えない

とされています（軽減税率Ｑ＆Ａ（個別事例編）問109）。適格請求書として

必要な記載事項が記載されていれば、区分記載請求書等として必要な

記載事項も満たされることとなるからです。

したがって、適格請求書の発行に対応したシステムへの改修を行え

ば、区分記載請求書等としての発行も可能となります。

なお、正式な適格請求書には、登録番号の記載が必要となりますが、

これが記載できるのは2021年3月に登録の申請制度が始まり、登録番
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号の交付を受けてからになりますが、先取りして区分記載請求書等に

登録番号を記載しても差し支えないとされています（インボイスＱ＆Ａ

問50）。

３ 経過措置の適用

チェックポイント

経過措置の対象となる取引は、経過措置を選択適用できるわけでは

なく、必ず経過措置を適用しなければなりませんが、正しく適用され

ていますか。

2019年10月1日の消費税率引上げの前後にまたがって行われた

取引で、一定のものについては経過措置が適用されますので、決

算に当たっては正しく適用されているかどうか確認する必要があ

ります。

経過措置は、2019年10月1日以後の取引であっても、税率の判断や新

税率を適用することが難しいものについて、旧税率の8％を適用する

措置として設けられているもので、次のものがあります（消法平24法68

改正附則5①〜⑤・16①、消令平26政317改正附則5①〜⑤）。

なお、軽減税率対象資産には経過措置は適用されず、軽減税率が適

用されます（消令平28政148改正附則4）。

(1) 旅客運賃等

2019年10月1日以後に提供が行われるもので、2014年4月1日から

2019年9月30日までに代金の支払が行われた旅客運賃、映画館、劇場、

競馬場、美術館、遊園地等の入場料金

【旅客運賃等の要件】

① 2019年9月30日までに 代金の支払

② 2019年10月1日以後に サービスの提供
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(2) 電気料金等

2019年10月1日前から継続提供されている電気、ガス、水道、電話、

灯油等の提供で、2019年10月1日から2019年10月31日までの間に検針

等により料金の支払を受ける権利が確定するもの

【電気料金等の要件】

① 2019年10月1日前から 継続提供されている

② 2019年10月1日から31日までの間に 検針等により料金が確定

(3) 請負工事等

2019年10月1日以後に完成して提供が行われるもので、2013年10月1

日から2019年3月31日までの間に締結した工事や製造に係る請負契約

（一定の要件に該当する測量、設計及びソフトウェアの開発等に係る

請負契約を含みます。）に基づくもの

【請負工事等の要件】

① 2019年3月31日までに 請負契約を締結

② 2019年10月1日以後に 完成して提供

(4) 資産の貸付け

2019年10月1日以後に行われる資産の貸付けで、2013年10月1日から

2019年3月31日までの間に締結した資産の貸付けに係る契約に基づき、

2019年10月1日前から引き続き貸付けを行っている場合で、契約の内

容が一定の要件に該当するもの

【資産の貸付けの要件】

① 2019年3月31日までに 契約を締結

② 2019年10月1日前から 引き続き貸付け

③ 2019年10月1日以後に 資産の貸付け
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【契約内容の要件】

次の「①及び②」又は「①及び③」に該当するとき

① 当該契約に係る資産の貸付期間及びその期間中の対価の額が定めら

れていること

② 事業者が事情の変更その他の理由により当該対価の額の変更を求め

ることができる旨の定めがないこと

③ 契約期間中に当事者の一方又は双方がいつでも解約の申入れをする

ことができる旨の定めがないこと並びに当該貸付けに係る資産の取

得に要した費用の額及び付随費用の額（利子又は保険料の額を含み

ます。）の合計額のうちに当該期間中に支払われる当該資産の貸付

けの対価の額の合計額に占める割合が100分の90以上であるように

当該契約において定められていること（消令平26政317改正附則4⑥）

(5) 指定役務の提供（冠婚葬祭互助会の契約）

2013年10月1日から2019年3月31日までの間に締結した役務の提供に

係る契約で当該契約の性質上役務の提供の時期をあらかじめ定めるこ

とができないもので、当該役務の提供に先立って対価の全部又は一部

が分割で支払われる契約（割賦販売法に規定する前払式特定取引に係

る契約のうち、指定役務の提供に係るものをいいます（消令平26政317改

正附則4⑦）。）に基づき、2019年10月1日以後に役務の提供を行う場合に

おいて、当該役務の内容が一定の要件に該当する役務の提供

【指定役務の提供の要件】

① 2019年3月31日までに 契約を締結

② 2019年10月1日以後に 役務の提供

(6) 予約販売に係る書籍等

2019年3月31日までに締結した不特定多数の者に対する定期継続供

給契約に基づき譲渡する書籍その他の物品に係る対価を2019年9月30
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〔３〕 持ち帰りの多い飲食店で区分経理が困難な場合

小さなカフェを営んでいる、基準期間の課税売

上高5,000万円以下の中小事業者ですが、これま

で簡易課税制度を選択していませんでした。当店

は、店内飲食の売上げの他にケーキやクッキー、チョコレートな

どの持ち帰りの売上げがありますが、持ち帰りの軽減税率と店内

飲食の標準税率の売上げの区分経理ができていませんので、今か

ら決算が心配です。

チェックポイント

① 区分経理ができない場合、売上税額の計算の特例の適用を検

討していますか。

② 小売等軽減仕入割合、軽減売上割合、50％の割合のどれを選

択していますか。

解 説

１ 売上税額の計算の特例

売上げを税率の異なるごとに区分経理することが困難な事業者のう

ち、基準期間における課税売上高が5,000万円以下の事業者について

は特例が設けられています。

売上げに対する特例では、軽減税率対象の売上高と標準税率対象の

売上高が混在したまま集計された税込みの売上高に、軽減税率対象の

売上高が占める割合として、次の①小売等軽減仕入割合、②軽減売上

割合、③50％の割合をかけることによって、軽減税率対象の売上高と、
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標準税率対象の売上高に按分することが認められています（消法平28法

15改正附則38①②④）。

軽減税率対象と標準税
率対象が混在したまま
集計された税込売上高

×

①小売等軽減仕入割合

②軽減売上割合

③50％の割合

＝
軽減税率対象
の売上高

① 小売等軽減仕入割合（仕入れに占める割合を使う方法）

卸売業、小売業を営む事業者については、仕入全体の金額のうち

に軽減税率対象品目の仕入れがいくらあるかという割合を使って計

算することができます。

分母のうち、軽減税率対象資産の譲渡にのみ要するもの
卸売業・小売業にのみ要する仕入総額

＝
小売等軽減
仕 入 割 合

② 軽減売上割合（10営業日の売上げの割合を使う方法）

通常の事業を行う連続する10営業日の売上げ全体のうちに、同じ

期間における軽減税率対象品目の売上高が占める割合を使って計算

する方法です。

分母のうち、軽減税率対象品目の売上額
通常の連続する10営業日の税込売上総額

＝ 軽減売上割合

【計算具体例】

〈前提条件〉

年間課税売上高

連続する10営業日中の課税売上高 連続する10営

業日中の課税

売上高合計

軽減税率分

（6.24％）

標準税率分

（7.8％）

30,000,000円 700,000円 300,000円 1,000,000円
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・軽減売上割合

700,000円 ÷ 1,000,000円 ＝ 70％

・軽減対象資産の譲渡等の対価の額の合計額（税抜き）

30,000,000円 × 70％ × 100/108 ＝ 19,444,444円

・軽減対象資産の譲渡等以外の課税資産の譲渡等の対価の合計額

（税抜き）

(30,000,000円 − 30,000,000円 × 70％) × 100/110 ＝ 8,181,818円

・全事業に係る課税取引

軽減対象資産に係るもの（税率6.24％分） 19,444,444円

軽減対象資産以外に係るもの（税率7.8％分） 8,181,818円

合計 19,444,444円 ＋ 8,181,818円 ＝ 27,626,262円

③ 50％の割合（50％とする方法）

上記①、②によることが困難で、主として軽減税率対象品目を扱

っている事業者の場合、軽減税率対象の売上高に占める割合を50％

として計算することができます。「主として」とは、軽減税率対象の

売上げがおおむね50％以上であることをいいます。

【計算具体例】

・課税売上高 30,000,000円

・軽減税率対象の売上高に占める割合 50％

・軽減対象資産の譲渡等の対価の額の合計額（税抜き）

30,000,000円 × 50％ × 100/108 ＝ 13,888,888円

・軽減対象資産の譲渡等以外の課税資産の譲渡等の対価の合計額

（税抜き）

(30,000,000円 − 30,000,000円 × 50％) × 100/110

＝ 13,636,363円

・全事業に係る課税取引

軽減対象資産に係るもの（税率6.24％分） 13,888,888円
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軽減対象資産以外に係るもの（税率7.8％分） 13,636,363円

合計 13,888,888円 ＋ 13,636,363円 ＝ 27,525,251円

①から③をまとめると下記の図のようになります。

卸売業・小売業 製造業その他卸売業・小売業
以外の事業（本ケース）

10営業日の割合（②）

50％の割合（③）

仕入れに占める割合（①）

困難な場合

本ケースはカフェで飲食業なので、状況に応じて②と③が対象とな

ります。

２ 簡易課税制度の事業区分

なお、参考までに仕入税額の計算について、飲食店が簡易課税制度

の適用を受ける場合の事業区分を示すと、店内飲食は第四種事業、テ

イクアウトは製造小売業として第三種事業に区分することとされてい

ます（消法37、消令57⑤）。

取引内容 事業区分 みなし仕入率

カフェでの売上高
店内での飲食 第四種事業 60％

持ち帰り 第三種事業 70％
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〔２〕 賃貸借契約の自動継続がある場合

経過措置の適用がある賃貸借契約で、自動継続

条項が定められており、いずれか一方から解約の

申出がない限り、条件が変わらず賃貸借契約が継

続されることになっています。この場合の旧税率8％が適用され

る期限について教えてください。

チェックポイント

① 自動継続条項がある場合、経過措置の適用期限を正しく把握

していますか。

② 自動継続条項がある場合、契約の始期を正しく把握していま

すか。

解 説

１ 資産の貸付けに係る経過措置の適用期限

不動産の貸付けを含む資産の貸付けについては、経過措置として、

2013年10月1日から2019年4月1日（「2019年指定日」といいます。）の前

日（2019年3月31日）までの間に締結した貸付けに係る契約に基づき、

2019年10月1日（「2019年施行日」といいます。）前から同日以後引き続

き貸付けを行っている場合、一定の要件に該当するときは、2019年施

行日以後に行うその資産の貸付けについては、旧税率（8％）が適用さ

れます（消法平24法68改正附則5④・16①）。

本ケースの場合、契約期間が定かではありませんが、例えば契約期

間が2年だとすると、自動継続条項があるとしても、その契約における
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当初の貸付期間は2年間ということになります。ですから、この2年間

のうち2019年施行日以後に行われる貸付けについては経過措置の対象

となりますが、それ以降は自動継続条項による新たな契約に基づく貸

付けとなりますので経過措置の対象となりません。これを図示すると

下記のようになります。

【経過措置はいつまで適用されるか】

2019年4月1日
（2019年指定日）

2019年10月1日
（2019年施行日）

当初の契約に基づく貸付け 自動継続後の貸付け

経過措置あり
8％

経過措置なし
10％

２ 賃貸借契約の自動継続がある場合の契約の始期

自動継続条項のある賃貸借契約には、通常、「解約する場合は貸付期

間満了日の〇か月前までに申し出ること」といった「解約申出期限」

が設けられています。このような場合には、その解約申出期限を経過

した時に当事者間の合意、すなわち新たな契約の締結があったものと

考えるのが相当です。ですから、この解約申出期限が2019年指定日の

前日（2019年3月31日）以前である場合には、2019年施行日（2019年10

月1日）から次の契約満了日までの間の貸付けについては、経過措置の

対象となり旧税率（8％）が適用されます（経過措置Ｑ＆Ａ（具体的事例編）

問 27）。なお、解約申出期限が2019年指定日以降である場合には、経過

措置の適用はありませんのでご注意ください。これらを図示すると次

のようになります。
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【自動継続条項に基づく契約の始期】

2019年4月1日
（2019年指定日）

2019年10月1日
（2019年施行日）

自動継続後の貸付け

自動継続後の貸付け

経過措置あり
8％解約申出期限

解約申出期限 経過措置なし
10％

当初の契約による貸付け

当初の契約に基づく貸付け
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